
【公表用】

第４次六ヶ所村総合振興計画

【実施計画】

（令和７年度～令和９年度）

令和７年３月

六ヶ所村





章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

1 1 1.農業の振
興

1）
担い手の育成・確保と営
農指導の充実・強化

六ヶ所村認定農業者協
議会補助金事業

農業の担い手である認定農業者で構成
する認定農業者協議会の活動に助成す
る。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

六ヶ所村青年農業経営
者協議会補助金

若手農業者で構成される成年農業経営
者協議会による、農業知識と技術の向
上など農業経営に必要な能力を身につ
けるための活動に対し補助金を交付す
る。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

農業支援員設置事業
大都市圏等から本村に移住して就農す
る者に対して農業支援員を委嘱し、農家
の新たな担い手を確保する。

農林水
産課

廃止 - ～ - 一般財源

六ヶ所村施設園芸研究
会補助金

施設園芸を通じた周年農業を定着させ
るため、高収益作物の栽培技術確立を
目指す取組みに対し、助成する。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

スマート農業推進事業

自動走行農機等を導入する農家に対
し、その一部を補助する。
・ガイダンスシステム及びドローン　1/3
補助（上限100万円）
・ドローン操作資格　1/2補助（上限10万
円）

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

2） 農地の基盤整備 農道整備事業
村内各地の砕石農作業道の簡易舗装
を実施し、農業生産基盤の向上を図る。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

中山間地域等直接支払
交付金事業

農業の生産条件が不利な地域における
農業生産活動を継続するため、交付金
を交付する。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 交付金（青森県）

多面的機能支払交付金

農業・農村の有する多面的機能の維
持・発揮を図るための地域の共同活動
に支援する。負担区分（国1/2、県1/4、
村1/4）

農林水
産課

継続 7 ～ 9
交付金（農林水

産省）

営農指導の充実・強化

上北地域県民局農業普及振興室、農業
協同組合等と連携を深めながら、指導
力や情報発信力を強化し、農業者への
経営指導の徹底を図る。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 -

3） 畜産業の振興
酪農振興センター施設等
改修事業

農作業機械の更新と牛舎屋根等の改
修を実施する。

農林水
産課

継続 3 ～ 8 一般財源

自給飼料増産体制の構
築事業

農地基盤整備事業実施後の活用につ
いて、飼料作物の増産や新規需要米
（ＷＣＳ・SGS）の作付を行い自給飼料の
増産体制を整えるための業務を支援す
る。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 -

公共牧場管理事業
二又・出戸両牧場の施設・機械・草地に
ついて適正に管理する。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

畜産ヘルパー利用助成
金

国の助成対象である事由以外の事由
（傷病や冠婚葬祭等）により利用した、
畜産ヘルパー利用料金の1/2を助成す
る。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

4）
環境と調和した畜産経営
の推進

自給飼料生産性向上事
業補助金

国の草地生産性向上対策事業による草
地更新に要する費用に対して嵩上げ補
助するとともに、同事業の対象外となる
草地更新に要する費用に対して補助す
る。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

第４次六ヶ所村総合振興計画

第１章　個性豊かで多様な産業を育てる

第１節　第１次産業の振興

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

1 1 2）
緑に親しみやすい環境づ
くり

出戸地区森林空間公園
維持管理事業

出戸地区森林空間公園において、下刈
を行う。
年1回実施。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

倉内地区環境保全林公
園維持管理事業

倉内地区環境保全林公園において、下
刈を行う。北側1区2区、南側1区2区に
分け4年に1度行う。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

花苗等購入助成事業
村内各自治体や小中学校での緑化推
進を目的とした花苗等の購入について
助成する。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

3.水産業の
振興

2）
漁業関連施設の適正管
理と安定的な経営の推進

六ヶ所村青年漁業経営
者協議会補助金

若手漁業者で構成される青年漁業経営
者協議会の活動に助成する。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

漁業振興対策助成事業
不漁対策・漁船修理等に係る経費の助
成をする。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

稚魚放流事業
馬門川、老部川、市柳川の3ヶ所で、小
学生を対象に稚魚の放流体験事業を行
う。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

2.森林の保
全と自然に
親しむ環境
づくり
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

1 2 1生活を支
える商業

1） 経営の安定化
六ヶ所村経営安定化対
策資金保証料補給事業

県経営安定化サポート資金特別保証制
度要綱 経営安定枠により融資を受けた
村内中小企業者の信用保証料を全額
負担する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

六ヶ所村事業活動応援
資金保証料補給事業

県事業活動応援資金特別保証融資制
度要綱 事業活動枠により融資を受けた
村内中小企業者の信用保証料を全額
負担する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

小規模事業者経営改善
資金利子補給事業

日本政策金融公庫の融資制度の利用
者で一定の要件を満たしている方に対
し、返済利息を補給する。ただし、同一
事業者への利子補給は36月分を上限と
する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

産業振興促進事業（半島
振興法）

村産業振興促進計画に沿って導入され
た設備に係る固定資産税について不均
一課税措置を講ずる。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 ―

商工業推進事業
六ヶ所村商工会が実施する経営改善普
及事業（指導事業費、記帳継続指導等）
に対し、補助金を交付する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

2） 地域内消費の推奨
消費拡大助成（ふるさと
商品券）事業

六ヶ所村商工会が実施する「ふるさと商
品券発行事業」に対し、補助金を交付す
る。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

買い物支援サービス事
業

六ヶ所村商工会が実施する買い物支援
サービス事業に対し、補助金を交付す
る。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

「ありがとう」の見える化
事業

保護者等へのプレゼント用として、小学
５年生及び中学２年生の児童生徒を対
象に六ヶ所村産の花を配布する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

1） 人材確保・育成 産業協議会補助金
六ヶ所村産業協議会の実施する講座等
各種事業に対し、補助金を交付する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

人材確保マッチング支援
事業

県公式就職サイト「Aomori Job」をはじ
め、「青森の会社」「あおもりくる」などの
求人サイトの紹介・利用促進等を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 ―

インターンシップ促進事
業

村内企業等におけるインターンシップ
（就業体験）の機会を提供する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 ―

出稼労働者援護対策事
業

出稼労働者の健康診断費用に対して助
成する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

奨学資金返還支援事業
　村奨学資金貸与事業の奨学生に対
し、定住要件及び就業要件に基づき奨
学資金の償還を支援する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9
地域企業長期発

展推進基金

2） 企業の生産性向上
先端設備等導入促進事
業（生産性向上特別措置
法）

対象企業の先端設備導入計画を認定
することにより、村の計画に沿って設備
投資した新規導入設備の固定資産税に
かかる課税標準額が３年間1/2に軽減さ
れる。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 ―

原子力発電施設等立地
地域振興事業（原発立地
特措法）

原発立地特措法に基づき、導入された
設備に係る固定資産税について不均一
課税措置を講ずる。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 ―

青森新時代投資促進計
画

県の承認を受けた地域経済牽引事業に
より導入された設備に係る固定資産税
について不均一課税措置を講ずる。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 ―

在宅/オフィス外勤務（テ
レワーク）推進事業

あおもり働き方改革推進企業認定制度
等と連携し、テレワーク等の新しい働き
方の紹介・制度導入促進等を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 ―

2.持続可能
で働きやす
い環境づく
り

第４次六ヶ所村総合振興計画

第１章　個性豊かで多様な産業を育てる

第2節　商工業の振興

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

1 3 1地域価値
の向上

1）
地域内連携による地域力
向上

特産品販売施設管理運
営事業

指定管理者の（一社）六ヶ所村観光協
会により、施設管理、村特産品等の販
売を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

地域経済循環創造事業
地域資源を活かした先進的で持続可能
な事業を実施しようとする民間事業者等
に対し、補助金を交付する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9
地域経済循環創
造事業交付金

新創業利子補給事業

日本政策金融公庫の融資制度の利用
者で一定の要件を満たしている方に対
し、返済利息を補給する。ただし、同一
事業者への利子補給は36月分を上限と
する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

創業支援資金保証料補
給事業

県事業選ばれる青森への挑戦資金特
別保証融資制度要綱により融資を受け
た中小企業者の信用保証料を県負担
後の全額を負担する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

地域特産物ブランド化促
進事業（特産品開発促進
事業補助金）

地域の生産者団体等が取り組む、組織
化支援、備品等購入支援、販売活動支
援等に要する経費の助成をする。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

六ヶ所村6次産業化活動
助成金

農林漁業者又は農林漁業者が商工業
者と連携して取り組む6次産業化に資す
る事業を支援する。

農林水
産課

継続 7 ～ 9 一般財源

2） 宿泊機能の強化 宿泊施設誘致推進事業
六ヶ所村宿泊施設誘致研究会の活動を
通し、宿泊施設の誘致を戦略的に実施
する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

2.地域ブラ
ンドづくり

1）
地場産品・サービスのPR
の推進

特産品ＰＲ事業
六ヶ所村商工会の実施する特産品PR
事業に対し、補助金を交付する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

ふるさと納税返礼事業
ふるさと納税者に対し、村特産品・サー
ビスを返礼品として贈呈する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

「ろっかしょ応援大使」に
よるPR事業

六ヶ所村に深い理解と認識を持ち、観
光振興、企業誘致に積極的な者に対
し、「ろっかしょ応援大使」を委嘱し、村
の情報発信を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

2）
情報発信・交流機会の創
出

祭・イベント企画運営事
業

　「楽しむべ！フェスティバル」「産業まつ
り」をはじめとする各種イベントの企画・
運営を委託する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

地域のちからプロジェクト
地域のちからプロジェクト推進メンバー
のもと、魅力的な商品づくり、人財育成
を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 -

観光情報等発信事業
観光パンフレットの制作・配布、るるぶ
等情報誌掲載、催事出展などの情報発
信を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

村特産品ECサイト運営
事業

　（一社）六ヶ所村観光協会により、イン
ターネット上での村商品・サービスの販
売を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

わかさぎ釣り臨時駐車場
等整備事業

内沼におけるわかさぎ釣り用の臨時駐
車場及び仮説トイレを整備する。

政策推
進課

完了 - ～ - 一般財源

第４次六ヶ所村総合振興計画

第１章　個性豊かで多様な産業を育てる

第3節　地域資源を活用した観光・交流産業の振興

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

1 4
1.企業・研究
機関の誘致
の推進

1） むつ小川原開発の推進
むつ小川原開発地区の
利用促進

むつ小川原開発推進協議会等を通じ、
総合的な施策の展開、調整、点検等を
行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

むつ小川原港利活用の
推進

むつ小川原港を利用した産業立地やプ
ロジェクト誘致等、利用促進に係る各種
事業の支援を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

2）
我が国のエネルギー安定
供給への貢献

原子力広報・調査等事業

住民を対象とした原子力発電施設等見
学会の開催、原子力知識普及のための
パンフレット等の作成、原子力講座等を
実施する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9
広報・調査等交

付金

次世代エネルギーパーク
事業

構成施設・事業所見学の予約受付、案
内、広報業務等を委託する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

原子力研究開発施設立
地自治体協議会

原子力研究開発施設が立地する自治
体として、今後の原子力研究開発の推
進や人材育成、地域振興策など、共通
する様々な課題の解決に向け、国及び
関係機関との意見交換や国及び国会議
員への要望活動を実施する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

新エネルギー等広報事
業

エネルギーに係る各種調査結果を公表
するとともに、村民及び来村者に向けた
エネルギーに関する情報発信を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

地域エネルギーマネジメ
ント事業

　地域エネルギー会社の事業活動を通
し、再生可能エネルギー事業者との協
力体制構築及び情報収集を行い、エネ
ルギーの地産地消等のエネルギーマネ
ジメント事業を展開する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 -

再生可能エネルギー等
実証事業の誘致

村内の協力体制構築及び国内外の動
向を把握するとともに、村の強み・特性
を整理して情報発信することで、誘致活
動を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 -

3）
ITER 計画の推進と核融
合研究施設の立地促進

核融合原型炉の誘致活
動

核融合に関する広報活動を行い、地域
住民・地元企業の理解促進を図るととも
に、国内外の各関係機関へ誘致活動を
行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 -

ブローダーアプローチ活
動、ポストBA活動の支援

ＢＡ運営委員会、ＩＴＥＲ計画推進連絡協
議会（文科省主催）、青森県ＩＴＥＲ計画
推進会議等に参加し、情報共有・協議
等を行うとともに、研究者等の住居確保
等研究活動の側面支援を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 -

短期滞在型宿泊施設「六
迎館」

村内外からの研究者、研修者及に対し
て短期滞在型の宿泊施設を提供する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

4） 新たな産業の創出
サテライトオフィス誘致事
業

サテライトオフィス誘致戦略等を策定し、
受入体制の構築及び誘致活動を実施
する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

2.産業の基
盤整備

1） 企業優遇制度の充実 工場等設置奨励事業

村誘致企業に対し、固定資産税の課税
免除、普通財産の貸付、雇用奨励金の
交付及び福利厚生施設奨励金の交付
等の奨励措置を講ずる。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

誘致企業経営安定化事
業

村誘致企業に対し、事業用燃油（Ａ重
油）の購入費用の一部を補助する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

誘致企業貸付金
村誘致企業に対し、運転資金を無利子・
無担保で貸し付ける。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

第４次六ヶ所村総合振興計画

第１章　個性豊かで多様な産業を育てる

第４節　企業・研究機関誘致の推進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

2 1 1.幼児教育
の充実

2） 情操教育の充実 木育事業
１歳児に対し県産材木製玩具を配布す
る誕生祝い品事業を実施する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

2.学校教育
の充実

1） 就学環境の整備・充実 入学祝金交付事業
村立小・中学校に入学する新１年生の
保護者に対し祝金を交付する。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

学校給食費無償化事業
村立小・中学校に在籍している児童・生
徒の学校給食費を全額免除（村内に住
所を有する者の子弟）する。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

小・中学校スクールバス
運行事業

各小・中学校学区へのスクールバスを
運行する。
　①尾駮小・第一中学区
　②南小・第二中学校学区
　③千歳平小学区

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

2） 教育の質の向上
学力向上実践モデル校
事業

村内小中学校からモデル校を指定し、モデ
ル校は学力向上のための指導方法や効果
的な教育機器の活用等について、研究・実
践に取り組み、成果を報告する。教育委員
会は、指定校に対して専門家の派遣、先進
校視察に係る旅費の支給、教育機器導入等
の支援を行う。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

教員研修

教員としての指導力及び実践力を高め
るため、教員等を対象に望ましい学級
経営や教科経営、更に生徒指導等に関
する研修を行う。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

村費負担教員の配置
児童・生徒の学力の向上や自主的学習意欲
の向上を図るため、村費負担教員を各校へ
配置する。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

村内学力検査

より短いスパンで児童・生徒の学習内容
の定着状況を把握し、以後の指導に資
するために、年1回の学力調査を実施す
る。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

各種検査委託事業

児童・生徒を対象にした各種検査を実
施する。検査種類…知能検査（全校）・Ｃ
ＲＴ検査（希望校）・NRT検査（希望校）・
ＱＵ・ｈｙｐｅｒＱＵ（希望校）・進路適性診
断（希望校）

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

環境・エネルギー教育推
進事業

児童生徒を対象にエネルギー関連施設
の見学や体験学習を実施するとともに、
各小中学校に対し補助金を交付する。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

3）
教職員等の住環境の整
備・充実

各校教員住宅改修等事
業

老朽化した教員住宅の改修等工事を行
う。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

3.進学・就学
支援体制の
充実

1） 特別支援教育の充実
児童生徒・教職員健康診
断

児童生徒及び教職員の心身の健康保
持・増進のため、定期健康診断を実施
し、その結果に基づいた適切な事後指
導及び健康管理をする。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

特別支援教育就学奨励
費補助

特別支援学級在籍児童生徒の保護者
に対して、就学に必要な経費（学用品
費、修学旅行費等）の補助をする。

学務課 継続 7 ～ 9
補助金（文部科

学省）

要保護及び準要保護児
童生徒援助費補助

経済的理由により就学困難と認められ
る児童・生徒の保護者に対して、学用品
費、修学旅行費、医療費等を補助する。

学務課 継続 7 ～ 9
補助金（文部科

学省）

2） 高等教育就学の充実
六ヶ所村高等学校通学
費等補助金交付事業

六ヶ所村から六ヶ所高等学校以外の高
等学校に通学する生徒の通学費等に対
して補助金を交付する。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

六ヶ所高等学校ｽｸｰﾙﾊﾞ
ｽ運行事業

六ヶ所高等学校のスクールバスを運行
する。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

奨学資金貸与事業
高等学校・専門学校・短期大学・大学・
大学院進学者への奨学金（月額貸与、
入学一時金）を貸与する。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

3）
進学奨励（人材育成）事
業

進学奨励事業

高等学校、短期大学等、高等専門学校及び
専修学校に在籍する方に対し５万円、大学
の学部に在籍する方、大学の学部と同等と
認める教育機関に在籍する方又は大学院に
在籍している方に対し10万円交付する。

総務課 継続 7 ～ 7
一般財源（人材

育成基金）

第４次六ヶ所村総合振興計画

第２章　未来を支える人と文化を育てる

第１節　教育環境の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

2 2 1生涯学習
の推進

1） 学習意欲の啓発 家庭教育学級

親子のふれあいに関すること、基本的
生活習慣の形成に関すること、乳幼児
の健康や安全に関すること、子どもの成
長と家庭の役割に関すること、現代的
課題に関すること等の学習会を実施す
る。

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

2） 生涯学習機会の充実
生涯学習イベント　きらき
らライフフェスティバル

著名人による講演会や県内ハンドメイド
作家等による体験型ワークショップを実
施する。

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

成人講座
講師を招き、成人向けの各種講座を開
催する。

中央公
民館

継続 7 ～ 9 一般財源

2.生涯ス
ポーツの振
興

1）
健康で活力に満ちた地域
形成

軽スポーツ・レクリエー
ション大会

①スタンプラリー＆抽選会
②ノルディックウォーキング
③ニュースポーツ体験コーナー
④体力・運動能力調査コーナー

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

六ヶ所エネルギーパーク
マラソン大会

①ハーフマラソンの部
②５㎞の部
③３㎞の部

社会教
育課

中止 7 ～ 9 一般財源

スポーツ指導者研修会
事業

村内のスポーツ少年団、学校部活動、
スポーツ協会所属団体の指導者・スタッ
フを対象に、運動生理学、スポーツ医
学、栄養学、心理学、法学、バイオメカ
ニクス等の専門講師を招聘し、研修会を
年１回程度開催する。

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

2 3 1.文化創造
の推進

1）
いきいきとした文化活動
の拡充

村民文化祭

文活動団体や関係機関、村内小中学校
生徒、子ども園等の発表の場
文化体験を目的とした、各団体のコー
ナー等

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

2） 郷土理解の促進 郷土塾
郷土の料理や歴史について学ぶ機会を
提供する。

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

3） 文化活動団体の支援 文化協会補助事業

文化活動の推進、文化団体の援助、文
化団体相互及び他団体との連絡強調、
その他文化振興に関することに対して
支援する。

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

2.郷土文化
の継承

1）
郷土芸能文化の保存と活
用

民俗芸能団体活動補助
事業

郷土芸能文化を継承していくために、芸
能団体の保存活動、芸能発表会、人材
育成に対して支援する。

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

第４次六ヶ所村総合振興計画

第２章　未来を支える人と文化を育てる

第３節　地域文化の創造

第４次六ヶ所村総合振興計画

第２章　未来を支える人と文化を育てる

第２節　生涯学習・スポーツの振興

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

2 4
1.担い手・
リーダーの
育成

1）
児童に対する意識啓発の
促進

ジュニアリーダー研修会
集団生活の中でそれぞれが役割をも
ち、体験活動を通してリーダー育成のた
めの研修を行う。

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

2） 人材育成事業 人材育成事業

大学院、職業能力開発校、看護師又は
保健師学校、医学部、保育士又は保育
教諭学校等の修学に係る費用や、留
学、国家資格取得、啓発講座の受講等
に係る費用の一部助成を行う。

総務課 継続 7 ～ 7
一般財源（人材

育成基金）

2.青少年の
健全育成推
進

1）
社会環境浄化活動の支
援

青少年健全育成事業

青森県青少年健全育成推進員が有害
図書類を取り扱う営業所若しくは自動販
売機など青少年に有害な社会環境の浄
化のため、又はこれに関連して行う自主
規制の促進のため、県等と協力し啓蒙
活動を行う。

社会教
育課

継続 7 ～ 9 -

2） 生徒指導推進
生徒指導推進協議会補
助

児童・生徒の健全育成と非行の未然防
止のため、小・中学校と各関係機関で構
成される生徒指導推進協議会に対し、
補助金を交付する。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

3.国際化を
見据えた人
材育成

1）
国際化に柔軟に対応でき
る人材育成

国際交流推進委員会事
業

友好交流先韓国襄陽郡との異文化交
流（高校生）・サッカー交流（小学生）、友
好都市ドイツヴァーレン市との交流を行
う。

国際教
育研修
センター

継続 7 ～ 9 一般財源

2）
小・中学生海外体験学習
事業

小・中学校海外体験学習
事業

「２１世紀を担う人材育成」をテーマに
小・中学生がオーストラリアとアメリカで
体験学習を行う。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

3） 外国語教育の推進 外国語指導業務委託
各小中学校及び子ども園にＡＬＴを派遣
し、児童生徒・園児への外国語の授業
を行う。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

4.キャリア教
育の推進

1）
東北大学キャンパス体験
事業

東北大学連携人材育成
事業

東北大学オープンキャンパスに合わせ
たキャンパスツアー及び大学教授から
の実験授業を体験する六ヶ所高校交流
事業を実施する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9
むつ小川原地
域・まちづくり支

援助成金

2）
夢を育む科学教室・小学
生理科出前授業

東北大学小学生理科出
前授業

東北大学の協力のもと、各小学校を訪
問し科学に関わる実験授業を行ってもら
うことにより、小学生の科学に対する興
味・関心を喚起し、将来の進路選択に役
立てる。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

2）
夢を育む科学教室・小学
生理科出前授業

室蘭工業大学交流事業

室蘭工業大学の協力のもと、村内の学
校に訪問し、日頃の授業と実際の「もの
づくり」がどう結びつくか体験しながら理
解する。

学務課 継続 7 ～ 9 一般財源

第４次六ヶ所村総合振興計画

第２章　未来を支える人と文化を育てる

第４節　人材育成の推進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

3 1 1） 健康意識の向上 健康づくり促進事業

個別健診・複合健診・みなし健診受診
者、または特定健康診査の情報提供者
に対し、健康増進商品券もしくは健康増
進施設利用券等を交付する。

保健相
談セン
ター

中止 - ～ - -

健康教育

COPD予防、ロコモティブシンドローム予
防、歯周疾患予防、薬の飲み方やポリ
ファーマシーについての講演を実施す
る。健康づくりカレンダーを作成・配布す
る。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 県補助金

健康相談
健診結果で要指導の判定を受けた方を
対象に、生活習慣の改善について保健
指導を実施する。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 県補助金

健康フェスタ
講演会、健康ポスターの展示、健康食
の試食、身体機能チェック、健康相談等
を実施する。

保健相
談セン
ター

中止 - ～ - -

健康づくりポイント事業

18歳以上の村民（高校生を除く）を対象とし、健康
づくりに関する事業（福祉課、社会教育課、保健相
談センター、千歳平地区公民館、泊地区ふれあい
センター）への参加や、個人の健康増進に関する
取組の実践、健康指標の改善について、共通の
カードにポイントを付与する。ポイント達成時に村
内で利用できる施設利用券・商品券等と引換でき
る。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 一般財源

2）
早期発見・早期治療の推
奨

集団健診

村内４会場において、特定健康診査、後期
高齢健康診査、肝炎検査、腹部超音波検
査、骨密度検診、肺がん・胃がん・大腸が
ん・子宮がん・乳がん検診を実施する。※R7
年度より、がん検診の指針に沿って、前立腺
がん・卵巣がん検診の実施を廃止。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9
県補助金、電源
立地地域対策交

付金

個別健診

国民健康保険加入者及び後期高齢者
医療保険加入者、生活保護受給者を対
象に、委託医療機関で健診（胃・肺・大
腸・前立腺・乳・子宮・卵巣がん検査、腹
部超音波検査、骨密度検診、肝炎ウイ
ルス検査）を実施する。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 一般財源

脳検診
25～74歳の住民を対象にし、隔年で委
託医療機関で脳検診一部費用（自己負
担5,000円）を助成する。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 一般財源

歯周疾患等検診

歯周疾患検診（20・30・40・50・60・70歳）、後
期高齢者歯科健診（75歳以上）の方を対象
に、委託医療機関において、口腔内の状態
の確認と歯科保健指導を行う。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 県補助金

がん検診助成事業

医療機関や検診機関において個別にが
ん検診を実施した者（胃がん、大腸が
ん、肺がん、前立腺がん、子宮がん、乳
がん、卵巣がん、ピロリ菌検査：年齢・性
別に応じて制限あり）に対し、検診料金
を助成する。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 一般財源

がん検診精密検査費用
助成事業

各がん検診において精密検査が必要と
判断されたものとなった者が、当該精密
検査を受診する際に負担した費用の一
部を助成する。

保健相
談セン
ター

新規 7 ～ 9 一般財源

3）
特定健診受診率等の向
上

特定健康診査等事業

40歳から74歳までの国民健康保険被保
険者を対象に、無料で健康診査を実施
する。また、特定保健指導の必要となる
被保険者に対し指導を実施する。

健康課 継続 7 ～ 9
国民健康保険保
険給付費等交付
金特別交付金

4） 感染症予防対策の充実 定期予防接種

委託医療機関において予防接種（五種
混合、四種混合、不活化ポリオ、二種混
合、ＭＲ、日本脳炎、ＢＣＧ、　ヒブ、小児
肺炎球菌、水痘、Ｂ型肝炎、ロタ、子宮
頸がん）を実施する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9
電源立地地域対

策交付金

定期予防接種

医療機関において定期予防接種（高齢
者肺炎球菌、インフルエンザ、新型コロ
ナウイルス感染症、帯状疱疹）を実施す
る。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9
電源立地地域対

策交付金

任意予防接種助成事業
医療機関において予防接種（任意インフ
ルエンザ、任意新型コロナウイルス感染
症）を実施する。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9
電源立地地域対

策交付金

1.健康管理
体制の充実
（健康寿命
の延伸）

第４次六ヶ所村総合振興計画

第３章　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第１節　健康づくりの推進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

3 1 4） 感染症予防対策の充実
任意帯状疱疹ワクチン接
種費用助成事業

定期接種者以外の50歳以上の村民に
対し、接種した費用を助成する。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 一般財源

任意予防接種助成事業
（おたふくかぜ）

おたふくかぜワクチン予防接種の接種
費用を全額助成する。
（1人につき、2回上限）

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

任意予防接種助成事業
（風しん）

風しんワクチン予防接種の接種費用を
全額助成する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

修学及び実習等に係る
予防接種等費用助成事
業

修学、実習又は研修等に係る特定の疾
病に関する抗体検査や予防接種費用
の一部を助成する。

保健相
談セン
ター

新規 7 ～ 9 一般財源

2.健康づくり
の推進

1）
バランスのとれた食生活
習慣 ・運動習慣の定着

食育推進事業
年長児、学童、生徒、その保護者を対
象とした、調理実習や学習会を行う。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

栄養教室
成人を対象とした、調理実習や学習会
を行う。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 県補助金

運動推進事業

講習会（５歳若返り!!筋力UP教室、マッスル
ズコンディション教室、健康ダンス教室、バラ
ンスボール教室、エアロビ教室、コンディショ
ニングトレーニング教室、美姿勢教室、脂肪
燃焼ヨガ教室）を開催する。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 県補助金

2）
受動喫煙の防止や禁煙
支援体制の充実

禁煙外来治療費助成事
業

禁煙外来受診者で禁煙治療を終了した
者を対象に、禁煙外来治療に要する費
用（医療費の自己負担額）の全額を助
成する。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 一般財源

3）
心の健康づくりに関する
啓発活動と支援体制の充
実

こころの健康づくり講習
会

ゲートキーパー研修：悩みやＳＯＳに気
づき専門機関等へつなぐために、必要
な知識や面接技術を学ぶ講座を実施す
る。ＳＯＳの出し方教育：こころに関する
知識や気分の方法を変える方法、ＳＯＳ
の出し方に関する教育を実施する。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 県補助金

啓発活動

自殺予防週間、予防月間に広報活動を
実施するとともに、こころの健康づくり講
座を開催する。また、こころの相談窓口
リーフレットを作成する。

保健相
談セン
ター

継続 7 ～ 9 県補助金

3.母子保健
の推進

1） 母子保健体制の充実 妊婦支援事業

母子健康手帳交付時に、健康状態を確認し適切
な保健指導の実施、妊婦保健指導報告書の発
行、パンフレット及び記念品を配付する。また、妊
娠9カ月頃（妊娠32週頃）に家庭訪問を実施し、妊
娠後期から出産まで安心して過ごせるよう支援す
るとともに、出産後に向けたパンフレットを配付す
る。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

妊婦委託健康診査
妊婦委託健康診査受診票を発行し、委託医療機
関で妊婦健診を実施する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9
電源立地地域対

策交付金

乳児委託健康診査
乳児一般委託健康診査受診票を発行
し、委託医療機関で乳児健診を実施す
る。

こども支
援課

継続 7 ～ 9
電源立地地域対

策交付金

乳幼児健診

４か月・１歳６か月・２歳児・３歳児・５歳児健
診における身長体重測定・内科診察・歯科
診察・栄養相談・個別相談の実施及び乳幼
児相談、７か月・１歳児健診においては身長
体重測定・個別相談等を行う。また、ワッ歯ッ
歯むし歯０教室においてフッ素塗布等を行
う。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

家庭訪問
家庭訪問し、妊産婦の健康状態の把握
と生活指導、児の健康状態の把握と育
児支援を実施する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

妊婦歯科健診
妊婦歯科委託健康診査受診票を発行
し、委託医療機関で個別の歯科健診と
歯科指導を実施する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

妊婦交通費助成
妊婦健診を受ける際に係る交通費を補
助する。
（１回につき　2,000円で１４回上限）

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

不妊治療費給付事業

特定不妊治療費（うち先進不妊治療分）
の助成を行う。（１回につき　300,000円
を助成。治療開始時点で妻の年齢が40
歳未満の場合、通算6回まで。43歳未満
の場合、通算3回まで。）

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

1.健康管理
体制の充実
（健康寿命
の延伸）
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

3 1
3.母子保健
の推進

1） 母子保健体制の充実 各種教室

妊娠中の過ごし方や新生児についての講
話、栄養指導、沐浴体験、妊婦擬似体験、
産前・産後の心身の不調に関する相談支
援、父親相談支援を行う。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

親子ふれあい事業

子どもの発達を促すための方法につい
て、リトミック教室、ベビーマッサージ教
室、アフタービクス教室を取り入れ実施
する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

学校保健との連携事業

・全中学３年生を対象に思春期ふれあ
い体験（助産師・保健師の講話、赤ちゃ
んのお世話体験、妊婦疑似体験）を実
施する。
・全小学生・中学生・高校生を対象に要
望に応じ健康づくりに関する講話を実施
する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

産婦健康診査助成事業
産婦健康診査費用の全額助成を行う。
（１回の分娩につき　5,000円で２回上限）

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

新生児聴覚スクリーニン
グ検査助成事業

新生児聴覚スクリーニング検査費用の
全額助成を行う。
（新生児１人につき　１回）

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

産後ケア事業

産婦のケア（体調管理、授乳サポート、
休憩時間の確保など）、乳児のケア（成
長・発達の確認、沐浴指導、育児のサ
ポートなど）、その他、悩みごとの相談
への対応を行う。

こども支
援課

新規 7 ～ 9 一般財源
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

3 2 1） 地域包括ケアの推進 配食サービス支援事業

1日1食を週5日の範囲内で、配食サービ
ス利用者の居宅に訪問し配食提供する
とともに、当該利用者の安否確認の実
施を行う。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

生活支援体制整備事業

地域に不足するサービスの創出や関係
者間のネットワーク構築などの役割を持
つ生活支援コーディネーターの配置、地
域づくりにおける意思統一や情報交換
の場となる協議体の設置等に取り組
む。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

認知症施策推進事業（認
知症サポーター養成事
業）

社会全体で認知症の人々を支えるた
め、認知症サポーター養成講座を実施
し認知症に関する正しい知識や予防方
法、対応方法など、認知症の普及啓発
に努める。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

在宅医療・介護連携推進
事業

地域の医療・介護関係者による会議の
開催、在宅医療・介護関係者の研修等
を行い、在宅医療と介護サービスを一
体的に提供する体制を構築する。また、
介護・医療サービスマップを作成する。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

地域ケア会議推進事業

地域包括支援センターが主催し、医療・介護
等の多職種が協働し、定期的に個別事例の
検討や地域課題の把握・検討等を行うこと
で、地域のネットワーク構築、マネジメント支
援、地域課題の解決と資源開発等を推進す
る。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

認知症施策推進事業（認
知症初期集中支援チー
ム）

認知症の人や家族に早期に関わる「認知症
初期集中支援チーム」を設置し早期診断・早
期対応に向けた支援を行う。また、「認知症
初期集中支援チーム検討委員会」におい
て、チームの設置及び活動状況について検
討を行う。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

認知症施策推進事業（認
知症地域支援推進員の
活動）

認知症地域支援推進員を配置し、社会全体で認
知症の人々を支えるための周知活動や認知症予
防、早期発見のための取組等を行う。また、認知
症の予防から進行状況に合わせた対応などを示
した認知症ケアパスを作成する。さらに、認知症高
齢者自立度Ⅱa以上の方の名簿を作成し、介護保
険サービス利用していない方に関して状況把握を
行い、必要に応じてサービスにつなげる。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

認知症施策推進事業（徘
徊高齢者等家族支援事
業）

認知機能の低下がみられ、徘徊のおそ
れのある高齢者等を介護している家族
に対して、全地球測位システムを貸与
し、徘徊した場合に所在を早期に把握
する。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

認知症施策推進事業（徘
徊SOSネットワーク事業）

徘徊高齢者等の把握、関係機関による
緊急連絡体制及び支援体制の構築、地
域における徘徊高齢者等とその家族等
への支援及び事業の周知及び啓発を
行う。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

認知症施策推進事業（認
知症カフェ運営事業）

認知症カフェを設置し、認知症の人が自
ら活動し楽しめる内容を提供するととも
に利用者相互の交流機会の確保及び
利用者からの相談に対する適切な支援
を行う。また、認知症に関する正しい知
識の普及啓発を行う。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

認知症高齢者等個人賠
償責任保険事業

認知症高齢者の日常生自立度Ⅱa以上
の認知症等高齢者を対象とし、個人賠
償責任保険料について負担する。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

六ヶ所村高齢者等適正
服薬支援事業

認知症等の要因により定期的な服薬が
困難な在宅で生活する高齢者等に対
し、服薬支援機器を用いた服薬支援を
行うことで、在宅生活の維持と健康寿命
の延伸に寄与することを目的とする。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

成年後見制度利用支援
事業

成年後見申立てに係る審判請求費用及
び成年後見人、保佐人、補助人に係る
報酬に対して助成する。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

1.高齢者福
祉、介護サー
ビスの充実（安
心できる暮らし
の実現）

第４次六ヶ所村総合振興計画

第３章　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第２節　高齢者福祉の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

12



章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

3 2 2）
介護保険・介護予防サー
ビスの充実

介護予防事業
各地域において高齢者を対象とした介
護予防事業（運動・口腔ケア・低栄養予
防・認知症予防等）を実施する。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

3）
介護サービス等の質の確
保

介護福祉士等研修

介護分野の国家資格である介護福祉士
の知識・技術の向上が不可欠であるこ
とから、介護の現場でキーパーソンとし
て活躍するための幅広い知識と技術を
習得する、介護福祉士初任者研修また
は実務者研修を実施する。

福祉課 中止 - ～ - -

1）
高齢者の生きがいづくり
の推進

住民主体通いの場支援
事業

公民館等で地域の高齢者の通いの場を
確保する。介護予防に資する住民運営
の通いの場の活動を支援する。

福祉課 継続 7 ～ 9
地域支援事業交

付金

高齢者等無料入浴事業

ろっかぽっか、老人福祉センター、地域
交流ホーム、泊ふれあいセンターの４施
設において高齢者等に対して無料入浴
を実施する。

福祉課 継続 7 ～ 9
青森県核燃料物
質等取扱税交付

金

老人クラブ事業
老人クラブ活動についての助成を行い、
社会参加の促進、地域とのつながりの
保持、体力の維持・向上を図る。

福祉課 継続 7 ～ 9
青森県老人クラ

ブ補助金

2）
高齢者の社会参加の促
進

高齢者就労支援事業

シルバー人材センターを通し、高齢者自
らの生きがいのサポート及び地域の孤
立化の解消のため、高齢者の能力を活
用した就労支援をする。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

1.高齢者福
祉、介護サー
ビスの充実（安
心できる暮らし
の実現）

2.高齢者の生
きがいづくりの
推進（潤いの
あるいきいきと
した生活の実
現）
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

3 3
1.保育サー
ビス等の充
実

1） 保育サービスの充実 乳児保育事業
全てのこども園において、生後2ヶ月を
超えた保育を必要とする乳児の保育を
行う。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 -

一時預かり保育事業

保育所等を利用していない未就学児を
対象に、保護者の私的な理由等による
一時保育及び在園児対象の一時預かり
を行う。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 国・県補助金

病後児保育事業

病気の回復期であり、集団生活が困難
及び保護者の都合等により家庭での育
児が困難な、生後6ヶ月以上の乳幼児
を、保育士と六ヶ所村地域家庭医療セ
ンターの看護師等が連携して一時的に
保育・看護を行う。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 国・県補助金

休日保育の試行

保育士の確保等休日保育の実施に向
けた検討を行い、実施可能と判断され
た場合には試行を経て本格実施へ移行
する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

3） 放課後教室の充実 施設の整備の検討
千歳平地区に独立した放課後教室の整
備を検討する。

こども支
援課

完了 - ～ - -

有資格者の確保・配置
各施設に1人以上の有資格者(保育士・
社会福祉士等)を配置する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

2.子育て支
援制度の充
実

1） 包括支援事業の実施 こども家庭センター事業

こどもと子育て家庭（妊産婦を含む）の
健康保持・増進ならびに福祉に関する
包括的な支援及び地域資源の開拓や
新たな担い手の発掘・育成

こども支
援課

継続 7 ～ 9 -

子育て応援タクシー利用
券助成事業

妊娠中の方（母子手帳交付）のいる世
帯又は３歳以下の乳幼児のいる世帯に
対し、30,000円/世帯のタクシー利用券
を交付する。

政策推
進課

廃止 - ～ - -

2） 子育て支援費の充実
乳幼児等医療費給付事
業

0歳児から高校就学終期までを対象に、
医療機関等での保険診療自己負担と食
事負担に対して助成する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9
再編交付金（防
衛省）・県補助金

子宝祝金支給事業
平成30年4月1日以降に出生した子を対
象に、第１子10万円・第2子20万円・第3
子以降30万円の子宝祝金を支給する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 一般財源

保育料無料化事業
こども園等入所児への幼児教育・保育
を無料で提供する。

こども支
援課

継続 7 ～ 9 -

3.出会い・結
婚応援

1） 出会い・結婚応援 出会い・結婚応援事業

六ヶ所村婚活支援事業実行委員会が
実施する婚活支援事業（婚活イベント、
婚活イベントにむけた講座等）に対し助
成する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

第４次六ヶ所村総合振興計画

第３章　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第３節　地域福祉の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

3 4 1.地域医療
の充実

1） 診療施設の充実
六ヶ所村医療センター指
定管理交付金

指定管理者制度により病床１９床の診
療施設と療養ベット２９床の介護老人保
健施設及び定員２５名の通所リハビリ
テーション施設を管理運営する。

健康課 継続 7 ～ 9 一般財源

医療機器購入事業
診療施設における医療機器等の整備・
更新をする。

健康課 継続 7 ～ 9 一般財源

2） 診療受診体制の拡充 往診・訪問看護事業
六ヶ所村地域家庭医療センターを中心
とした往診・訪問看護を実施する。

健康課 継続 7 ～ 9 一般

3） 医療スタッフの充実 薬剤師確保事業
千歳平診療所に薬剤師を配置する。
※１日２時間～４時間（週３日）

健康課 継続 7 ～ 9 一般財源

医師確保事業
千歳平診療所に非常勤医師を配置す
る。
※木曜日（月３日）

健康課 継続 7 ～ 9 一般財源

1）
他医療機関との連携の充
実

北部上北地域事務組合
負担金（野辺地病院）

北部上北地域の2次医療機関である公
立野辺地病院への構成町村としての負
担金。

健康課 継続 7 ～ 9 一般財源

2） 救急医療体制の充実 時間外診療等対応事業

夜間・休日等の時間外診療や救急患者
へ適切な対応をするため六ヶ所村地域
家庭医療センターの施設整備や体制を
維持する。

健康課 継続 7 ～ 9 －

第４次六ヶ所村総合振興計画実施計画

第３章　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第４節　医療体制の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

2.広域医
療、救急医
療体制の充
実

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

3 5
1.障がい者
自立支援の
充実

1）
障害者総合支援法に基づ
くサービスの推進

地域生活支援事業

障がい者・児が、身近な地域で不自由
のない快適な生活が送れるよう、日中
活動の場の確保、移動支援、日常生活
用具給付等を実施する。

福祉課 継続 7 ～ 9 国・県補助金

障がい者計画策定

6年を1期として作成している「障がい者
計画」、3年を1期として作成している「障
がい福祉計画・障がい児福祉計画」の
改必要部分の見直しを行う。

福祉
課、関
係課

継続 7 ～ 9 一般財源

障害者住宅改修費給付
事業

障がい者・児が在宅生活が可能となる
よう、住宅改修費を助成し、生活しやす
い環境を支援する。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

住宅入居等支援事業
障がい者の自立に向けた住まいを確保
するための相談業務、アパート等への
入居の支援を行う。

福祉
課、関
係課

継続 7 ～ 9 -

公共施設のバリアフリー
化促進

国等の基準に適合するよう、公共的施
設の改修、整備をさらに促進するととも
に、村内主要道路の段差の解消、幅の
広い歩道の整備など歩行空間のバリア
フリー化に努める。

福祉
課、関
係課

継続 7 ～ 9 -

2） 相談体制の充実 障害者相談支援事業
村内の指定相談支援事業所を中心とし
た３障がい共通の相談窓口を確保し、
相談しやすい体制を整備する。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

3） 雇用の促進
障害者就労施設等優先
調達

村の全ての機関における、障がい者就
労施設等からの物品又は役務の調達を
推進する。

福祉
課、関
係課

継続 7 ～ 9 一般財源

障害者交通費助成事業

人工透析患者やデイケア利用者の通
院、障がい福祉サービス利用者の移送
費及び知的障がい者の通勤費の一部
を助成する。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

自動車運転免許取得費・
改造費助成事業

自動車による外出を支援するため、自
動車運転免許取得費・自動車改造費補
助制度の利用促進と助成を行う。

福祉
課、関
係課

継続 7 ～ 9 国・県補助金

4） 支え合い体制の整備 手話通訳者等派遣事業

意思疎通を図ることに支障がある聴覚
障がい者に、意思疎通を仲介する手話
通訳者等の派遣等を青森県ろうあ協会
に委託し行う。

福祉課 継続 7 ～ 9 国・県補助金

障害者団体支援

障がい者又はその保護者により構成さ
れる会（身体障害者福祉会、手をつなぐ
親の会）に、地域での活動ができるよう
運営費に対して補助する。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

障がい者カフェ事業

障がい者・児とその家族が、地域住民
の一員として地域で活動し生活できる訓
練として、日中集い活動できる場所の確
保と支援を行う。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

第４次六ヶ所村総合振興計画

第３章　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第５節　障がい者福祉の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

3 6 1.社会保障
の充実

1） 生活困窮者の自立促進
生活困窮者自立相談支
援事業

地域の実情に応じて、生活困窮者に対
して自立・就労に向けた包括的な支援
サービスを総合的に提供することで、自
立を促進するとともに、生活保護制度の
適正実施を推進する。

福祉課 継続 7 ～ 9 -

2）
介護保険制度の安定運
営

高齢者福祉計画・介護保
険事業計画策定

介護保険料の未納をなくすため、制度
の周知徹底と広報活動を実施する。ま
た、令和６年３月に高齢者福祉計画・第
９期介護保険事業計画を策定済である
が、次期計画の見直しを検討し、適正な
サービスを提供する。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般

3） 国民年金の適切な運営
国民年金事務費交付金
事業

国民年金の広報体制の充実に努め、よ
り多くの住民に年金制度の周知をする。
関係機関と連携を密にし、相談業務に
努める。広報掲載時にパンフレットも作
成、配布し、住民に年金への関心をもっ
てもらうように努める。

福祉課 継続 7 ～ 9 国庫補助金

2.国民健康
保険制度の
健全な運営

1） 医療費の抑制
後発医薬品（ジェネリッ
ク）利用促進事業

国保被保険者の先発医薬品利用者を
対象として後発医薬品を利用した場合
の差額分を通知し、医療費の抑制や自
己負担額の軽減になることを周知する。

健康課 継続 7 ～ 9
保険給付費等交
付金特別交付金

2） 保険税の収納率の向上 国保税徴収対策事業

徴収体制の強化、納付の利便性向上に
向けた口座振替、夜間合同納税相談、
夜間徴収等を実施するとともに、滞納者
の実態把握や財産調査等による滞納処
分の適正化を図る。

税務課 継続 7 ～ 9 -

1） 医療費の抑制
後期高齢者医療制度普
及事務

健康寿命延伸のため、後期高齢者に対
し健康診査を無料で実施する。また、健
康保持・増進、疾病予防、特に高齢化
社会の進展に伴う認知症の予防対策等
の健康管理に対する啓発事業や後発
医薬品（ジェネリック）の利用を促進をす
る。

健康課 継続 7 ～ 9
後期高齢者健康

診査受託料

2） 保険料の収納率の向上 税等収納対策事業
収納率向上に向け、相談窓口の充実や
収納体制を強化するとともに、保険料納
付意識の高揚を図る。

健康課 継続 7 ～ 9 一般財源

3.後期高齢
者医療保険
制度の安定
運営

第４次六ヶ所村総合振興計画

第３章　共に健康でいきいきした暮らしを創る

第６節　社会保障の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

4 1
1.災害に強
い地域づく
りの推進

1）
国土強靭化地域計画の
策定

国土強靭化地域計画
国土強靭化地域計画に定める各種事
業の進捗を確認し、着実に実行する。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 -

2）
企業等と連携した防災体
制の強化

企業防災計画等推進
　計画策定に必要な資料提供、技術的
助言などの策定支援を行う。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 －

3）
緊急情報提供体制の整
備

防災関連設備の適切な
維持管理と情報通信方
法の調査検討

村内に所在する防災無線設備の保守
管理を行う。また、企業からの情報提供
や、各種防災セミナー等への参加によ
り、現在利用する広報媒体の問題点の
検証、新たな通信方法の情報収集を行
う。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 －

3）
緊急情報提供体制の整
備

防災行政用無線維持管
理

防災行政用無線設備の保守点検等を
実施し、設備運用を安定的に維持する。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

4）
自助・共助に基づく地域
の防災力向上

自主防災組織支援
自主防災組織の設立、活動に際して技
術的助言や支援を行う。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 一般財源

5）
既存建築物の耐震化促
進

木造住宅耐震改修促進
支援事業

耐震改修にかかる耐震診断支援を行う
とともに、改修工事に係る補助金を交付
する。（年間3件程度）

建設課 継続 3 ～ 8
社会資本整備総

合交付金

6）
土砂災害警戒区域への
支援

土砂災害ハザードマップ
周知

対象地区への土砂災害ハザードマップ
の内容を適切な時期（台風等）に村広報
紙、ホームページ等にて周知する。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 一般財源

7）
防災資機材及び緊急時
の食糧等の確保

防災資機材等整備
北、中、南地区への防災倉庫の整備と
緊急物資の備蓄を行う。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 一般財源

8） 公共施設の防災力強化
非常用発電設備の適正
管理指導

　非常用発電設備の適正管理指導、公
共施設設備等の防災力を高める新たな
技術・機器等に係る資料等の収集、津
波想定区域等の見直しによる公共施設
の移転検討を促すための情報収集・各
施設所管課への情報提供を行う。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 －

2.防災意識
の啓発

1） 防災訓練の充実 防災訓練の実施 防災訓練を実施する。
原子力
対策課

継続 7 ～ 9 -

2） 防災意識の啓発
広報等に用いる防災に
係る情報提供

防災に関する新たな情報や知見など、
防災関連記事を広報等へ掲載する。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 -

3.減災対策
のための河
川の維持管
理

1） 河川の点検、維持管理 河川改修事業

河道断面確保のため河道掘削工事を実
施する。
平沼川 L=3,600m　 二又川L=6,900　前
川（戸鎖）L=400ｍ

建設課 継続 27 ～ 10 一般財源

第４次六ヶ所村総合振興計画

第４章　あらゆる災害に対応して安全を守る

第１節　自然防災体制の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

4 2
1.原子力防
災体制の強
化・充実

1） 地域防災計画の整備等 各種計画の広報

国の防災基本計画原子力災害対策編及び
原子力規制委員会が定める原子力災害対
策指針の最新の知見を取り入れ、六ヶ所村
地域防災計画（原子力災害対策編）を修正
し、修正版を村ホームページ及び冊子にて
に掲載し、住民に対して周知する。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9
青森県原子力防
災対策事業費補

助金

2） 知識の普及啓発の推進 原子力だより発行

原子燃料サイクル施設及び東通原子力
発電所の施設の現状と、安全協定に基
づく村の取り組みについて、年２回パン
フレットを作成し、村内全戸に配布する。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9
広報・調査等交

付金

3） 防災訓練の実施 原子力防災訓練

原子力防災訓練における各訓練（避難
所開設、本部運営、住民避難）を複合的
又は個別に行う。学校等が行う防災訓
練時に原子力防災に関する講話を行
う。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 一般財源

章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

4 3
1.国民保
護、テロ対
策の充実

1）
国民保護計画・BCP（業務
継続計画）の見直し

計画修正・周知
国指針等の改正の都度、適宜修正を行
い実行性ある計画修正・周知に努める。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 ―

章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

4 4 1.消防体制
の充実

1） 住民の意識向上 火災予防運動
火災予防運動広報を春と秋の２回、各
分団にて地区を巡回を行う。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 一般財源

2）
消防水利の拡充及び消
防体制の強化

消防施設等の維持管理・
整備

計画に基づく消防車両や防火水槽等の
維持管理及び整備更新を図る。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 一般財源

3）
消防団員の高齢化及び
加入団員減少への対策

消防団員の処遇改善

消防団員への退職慰労金支給及び村
内入浴施設無料事業並びに準中型自
動車免許等取得費助成事業を実施す
る。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 一般財源

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

第４次六ヶ所村総合振興計画

第４次六ヶ所村総合振興計画

第４章　あらゆる災害に対応して安全を守る

第３節　様々な災害・有事への対応

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

第４章　あらゆる災害に対応して安全を守る

第４節　消防体制の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

第４次六ヶ所村総合振興計画

第４章　あらゆる災害に対応して安全を守る

第２節　原子力防災体制の充実

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

4 5 1.防犯、交
通安全

1） 交通安全対策の推進 交通安全啓発活動
街頭活動やイベント等において啓発物
品等を配布する。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

交通安全設備等修繕 道路反射鏡や回転灯等を修繕する。 総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

道路反射鏡設置等工事 危険箇所に道路反射鏡を設置する。 総務課 継続 7 ～ 9
交通安全対策特

別交付金

交通安全活動費等の補
助金交付

六ヶ所村交通安全協会が実施する交通
安全啓発活動等に対し補助金を交付す
る。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

2） 防犯対策の推進 防犯啓発活動
防犯パトロールの実施や啓発用品の配
布、のぼり旗の設置等啓発活動を行う。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

防犯設備等修繕

六ヶ所村防犯灯設置要綱第７条の規定
により、行政連絡員から防犯灯の故障
等の報告を受け、速やかに調査を行
い、対処する。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

防犯灯、防犯カメラ設置
等

六ヶ所村防犯灯設置要綱第３条及び第
４条の規定により、行政連絡員より申請
のあった犯罪危険箇所等に防犯灯及び
防犯カメラを設置する。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

防犯活動費等の補助金
交付

六ヶ所村防犯協会が実施する防犯啓発
活動等に対し補助金を交付する。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

第４次六ヶ所村総合振興計画

第４章　あらゆる災害に対応して安全を守る

第５節　身近な安全の確保

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

5 1 1.自然環境
の保全

1）
自然保護活動に対する意
識醸成と活動の実施

太平洋沿岸クリーンアッ
プ作戦の実施

住民と建設業協会などに対して清掃活
動参加を促し、太平洋沿岸等の清掃活
動を行う。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

2） 清掃活動の実施・支援 清掃活動の支援・推進
六ヶ所村内の事業所と各種団体等が美
化活動を実施する。広報紙やロックＴＶ
を用いて美化活動の普及を促す。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

3）
不法投棄防止パトロール
の実施

廃棄物不法投棄監視事
業

法投棄監視員や監視カメラにより、山間
部や防風林の森林区域を重点に置い
て、村内各所の監視パトロールを実施
する。また、不法投棄防止に関する看板
や広報紙により地域住民へ周知する。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

2.事業者、
国・関係機
関等との連
携による保
全

1）
事業者等との公害防止協
定の締結

事業者等との公害防止
協定の締結

公害を防止するため、事業者等が行う
環境基準測定の定期報告を確認しなが
ら適宜指導し、公害が発生した場合の
迅速な報告と処理対応を促す。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

3.基地対策
の充実

1）
航空機騒音等の負担軽
減

防音工事等の進捗状況
広報

住宅防音工事実施状況を東北防衛局
等から聞き取り、村ホームページ等を用
いて広報する。また、住宅防音工事の
確実な進捗、対象施設の拡大、施工基
準の改善等について国に対して要望す
る。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 -

航空機騒音苦情件数
航空機騒音に係る苦情等を取りまとめ
適宜、関係機関へ連絡を行う。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 -

2）
不安を解消するための適
切な監視活動

航空機騒音測定
対象地区２ヶ所に設置する航空機騒音
測定器による騒音測定を行い、村ホー
ムページにて結果を公表する。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 一般財源

夜間訓練等の監視
訓練期間中、関係機関と協力し夜間訓
練の現地確認を行う。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 -

3）
住民の声を反映した適切
な要望活動

関係機関への要望活動
国等、関係機関への要望活動や意見照
会を実施する。

原子力
対策課

継続 7 ～ 9 一般財源

章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

5 2 1.環境教育
の充実

1） 体験型環境教育の実施 環境教育体験学習事業

ボランティアや派遣講師による体験型学
習会を開催し、森林や河川などの豊か
な環境と触れ合い、自然に関する知識
の享受を行う。実施回数：年２回程度
（春・冬）

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

2.環境ボラ
ンティアの
育成

1）
各種団体・ボランティアが
行う美化活動への環境専
門講師等の派遣・支援

環境専門講師等派遣・支
援事業

村内の事業所や各種団体、学校等にお
いて、環境に関する知識の習得の場を
設けた際に、村で環境専門講師との日
程調整等の支援を行いながら、講師の
派遣を行う。

福祉課 中止 - ～ - -

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

第４次六ヶ所村総合振興計画

第５章　大切な自然をまもり・育て・伝える

第２節　環境の担い手育成

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

第４次六ヶ所村総合振興計画

第５章　大切な自然をまもり・育て・伝える

第１節　自然環境保全の推進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

5 3 1.環境美化
の充実

1）
春・秋ごみ一掃運動の実
施

ごみ一掃運動

自治会及び町内会に対して清掃活動に
伴う搬入車両や積込機械などの賃借等
に係る費用の助成を行い、村民全体で
の清掃活動を促進する。実施回数：年２
回（春、秋）

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

2.ごみリサイ
クルの推進

1）
家庭ごみ排出の減量化と
適切なごみの排出

ごみ収集の適正化

ごみ収集日の日程表及び分別表を自治
会等を通じて住民へ配布するとともに
ホームページへ掲載する。また、広報紙
やチラシ、防災無線を用いて分別徹底
を呼びかける。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

2） 集団回収の推進 集団回収実施事業

資源ごみの収集品目を定め、団体毎に
集団回収を実施する。各団体から回収
量の報告を受け、回収量の多い優良団
体に対して支援・奨励を行う。

福祉課 中止 - ～ - -

3） 再資源化の促進強化 再資源化促進事業
広報紙や防災無線等により、マイバッグ
の持参や資源ごみの分別を周知する。

福祉課 継続 7 ～ 9 一般財源

3.低炭素化
の推進

1）
再生可能エネルギーの利
活用の推進

住宅用新エネルギー設
備導入支援事業

省エネルギー又は新エネルギー設備を
導入した方に対し、当該費用の一部を
助成する。（太陽光発電システム、高効
率エネルギー設備、家庭用蓄電池、
HEMS、次世代自動車充電設備）

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

地球温暖化対策事業

　地球温暖化対策推進法に係る実行計
画（事務事業編・区域施策編）を策定す
るとともに、地域内への再生可能エネル
ギー導入目標を定め、地域脱炭素化を
促進する。

政策推
進課

継続 5 ～ 12 -

公共施設等再生可能エ
ネルギー導入事業

　村公共施設への太陽光発電設設備等
を設置する。

政策推
進課

継続 6 ～ 11 -

第４次六ヶ所村総合振興計画

第５章　大切な自然をまもり・育て・伝える

第３節　環境共生のまちづくり

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

6 1
1.都市的な
居住環境の
整備

1）
尾駮レイクタウン北地区
の分譲促進

尾駮レイクタウン北地区
広報事業

HPや広報誌、パンフレット等のメディア
の活用および相談会を実施し、村内及
び近隣の市町村へ尾駮レイクタウン北
地区の宅地分譲等の情報を発信する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

尾駮レイクタウン北地区
宅地購入助成事業

尾駮レイクタウン北地区の宅地購入者
に対し、土地購入費の一部を助成する。
（助成額6,500/㎡）

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

尾駮レイクタウン北地区
住宅建築助成事業

尾駮レイクタウン北地区に住宅を新築した方
に対し、住宅建築費の一部を助成する。（助
成額15,000円/㎡　上限270万円）　また、40
歳未満（20万円）、子育て世帯（20万円/1人）
及び転入世帯（100万円）に対し、それぞれ
加算する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

尾駮レイクタウン北地区
維持管理事業

ゴミステーション、防犯灯・防砂ネットの
修繕、草刈等を実施し、尾駮レイクタウ
ンの居住環境を整備する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

2） 住宅等の安定供給
住宅新築リフォーム支援
事業

村内に住宅を新築又は及びリフォーム
した方に対し、当該工事費用の一部を
助成する。（新築3%　上限100万円　※
40歳未満は20万円の加算あり　/リ
フォーム50%　上限50万円）

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

お部屋探し応援事業
賃貸住宅等の情報を集約し、民間の活
動を主体とした貸し手と借り手を繋ぐ
マッチングシステムを構築する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 -

3） 住宅ストックの長寿命化 空家等利活用事業
空家等を改修する者に対し、改修費用
の一部を助成する。（2/3補助100万円
上限）

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

空家等除却支援事業
空家等を解体する者に対し、解体費用
の一部を助成する。（1/2補助150万円
上限）

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

公営住宅等改修事業
公営住宅等の予防保全の観点から各
団地別に定めた長寿命化計画に基づき
改修する。

建設課 継続 3 ～ 11
社会資本整備総

合交付金

2.充実した
交通体系の
確立

1）
地域公共交通計画の策
定

地域公共交通計画の策
定

法定協議会を中心とし、地域公共交通
計画を策定する。

政策推
進課

完了 - ～ - -

2） 地域交通サービスの向上 バス路線維持補助金
バス事業者に対して、バス運行経費の
一部を補助する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

七戸十和田駅二次交通
デマンド型乗合タクシー
運行事業

六ヶ所村と七戸十和田駅を結ぶデマン
ド型乗合タクシーを運行する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

コミュニティバス運行調
査事業

六ヶ所村地域公共交通計画に基づき、
既存のバス路線や目的別バス等の最
適化にむけた調査・検討を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

3.潤いある
生活空間づ
くり

1） 公園の整備・維持管理 指定管理業務委託
指定管理者による巡回や遊具の日常点
検等の維持管理を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

ニッコウキスゲ育苗・植
栽事業

村の花であるニッコウキスゲを育苗し、
六旬館を中心として年間約800本の植
栽を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

公園施設等維持・管理事
業

公園の巡回、点検、修繕等を行う。
政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

2） 良好な景観づくり 植栽維持管理事業
各公園等の草刈業務、植栽維持管理業
務を実施する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

ふるさと花空間創出事業
尾駮レイクサイドパークを中心に六ヶ所
村産の花を満喫できる空間を創出す
る。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

景観形成対策事業
景観法に基づく、大規模行為の届出及
び屋外広告物の申請に関する審査・許
可・指導等を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 -

第４次六ヶ所村総合振興計画

第６章　便利で快適な暮らしの場を創る

第１節　居住環境の整備

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

23



章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

6 2 1.計画的な
土地利用

1）
時代に即した土地利用の
推進

国土利用計画
国土利用計画による村の土地利用に関
する基本方針を定め、適切な土地利用
を図る。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 -

都市計画マスタープラン
の更新・実施

　「六ヶ所都市計画マスタープラン」によ
り村の都市計画に関する基本的方針を
示す。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 －

2.道路ネット
ワークの形
成

1）
国道、県道、下北縦貫道
の整備促進

エネルギーの道　国道３
３８号整備促進について
の要望

国、県に対して高瀬川架橋新設（天ヶ森
バイパスＬ＝2.3ｋｍ）、車道及び歩道の
拡幅整備促進（Ｌ＝1.2ｋｍ）の要望活動
を行う。

建設課 継続 7 ～ 9 一般財源

国道394号整備促進につ
いての要望

国、県に対し平沼水喰間の視距改良（Ｌ
＝150ｍ）、平沼中志間の歩道整備（Ｌ＝
3,200ｍ・側溝整備Ｌ＝400ｍ）の要望活
動を行う。

建設課 継続 7 ～ 9 一般財源

県道泊陸奥横浜停車場
線整備促進についての
要望

国、県に対し道路改良舗装（Ｌ＝10.1ｋｍ（全
延長17.5Kｍのうち未整備区間））の要望活
動を行う。

建設課 継続 7 ～ 9 一般財源

下北縦貫道の整備促進
についての要望

国、県に対し下北縦貫道（Ｌ＝21.0ｋｍ）
の要望活動を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

2）
生活道路の整備、維持更
新

防雪柵整備事業
吹雪及び吹き溜まり等による視程障害
が発生する箇所に防雪柵を設置する。
（6路線、延長　1,336ｍ）

建設課 継続 3 ～ 10
特定施設周辺整
備調整交付金

泊焼山7号線線整備事業
新設舗装工事
延長 L=108.0ｍ
幅員 車道部W=4.0ｍ

建設課 継続 3 ～ 10 一般財源

地域交流ホーム線整備
事業

新設舗装工事
延長　L=933.8ｍ
幅員　車道部W=4.0ｍ、歩道部W=2.5ｍ
現道改良工事
延長L=567ｍ
工事総延長　L=1,500.8ｍ

建設課 完了 3 ～ 6
電源立地地域対

策交付金

倉内道ノ上線整備事業
道路改良工事　延長L=1,984.5ｍ
交差点改良工事　一式
流末側溝改修工事　延長　L=600ｍ

建設課 継続 3 ～ 9
特定防衛施設周
辺整備調整交付

金

新城平地区道路側溝改
修事業

側溝改修工事
延長　L=1017.9ｍ

建設課 完了 4 ～ 6
再編関連訓練等

移転交付金

尾駮中央１号線歩道整
備事業

歩道整備工事
延長　L=380.0ｍ

建設課 継続 5 ～ 8
電源立地地域対

策交付金

尾駮中央2号線交差点改
良事業

交差点改良
延長　L=585.4ｍ

建設課 継続 4 ～ 7
交通安全対策事

業費補助金

尾駮東1号線外2歩道整
備事業

歩道整備延長
延長　L=698.0ｍ

建設課 継続 4 ～ 8
特定防衛施設周
辺整備調整交付

金

（仮称）泊川原南10号線
整備事業

整備延長
延長　L=224.0ｍ

建設課 継続 5 ～ 8
特定防衛施設周
辺整備調整交付

金

道路ストック点検事業

村道延長およそL＝134キロの舗装調査を実
施し、想定劣化曲線をもとに補修計画を策
定・実行する。（路面性状調査 Ｌ＝134Ｋ
ｍ）、開削調査（小口径ボーリング）、舗装た
わみ量調査、交通量調査、劣化予測モデル
の検討、補修工法の検討）

建設課 完了 3 ～ 6 一般財源

平沼高瀬川線整備事業

R6　実施設計
R7　路上路盤再生　延長　L＝623ｍ
R8　路上路盤再生等　延長　Ｌ＝2,080ｍ
R9　路上路盤再生等　延長　Ｌ＝1,983ｍ
R10　路上路盤再生　延長　L＝990ｍ
R11　路上路盤再生　延長　Ｌ＝770ｍ

建設課 新規 6 ～ 11
電源立地地域対

策交付金

3）
都市計画道路の整備促
進

都市計画道路の整備促
進

将来都市像や社会情勢の変化を踏ま
え、その必要性を検証し、優先的に整備
が必要な都市計画道路について、関係
機関に要望活動を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 ―

第４次六ヶ所村総合振興計画

第６章　便利で快適な暮らしの場を創る

第２節　生活基盤、都市基盤の整備

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

6 2 1） 安全で信頼される水道 水源周辺水質調査事業
水源周辺における、国･県･村・民間の事業
等の確認及び不法投棄等の監視を実施す
る。

上下水
道課

継続 7 ～ 9 -

残留塩素測定事業
浄配水区域の管末における残留塩素の
測定業務を実施する。（泊、戸鎖、平
沼、千歳平、中志の5地区）

上下水
道課

継続 7 ～ 9 一般財源

水道施設フェンス改修事
業

主要水道施設のフェンスを改修する。
上下水
道課

継続 7 ～ 9 一般財源

2） 安定した頼りになる水道
出戸・猿子沢地区配水管
布設工事

老朽化が著しい管路を計画的に更新す
る。

上下水
道課

完了 3 ～ 6
特定防衛施設周
辺整備調整交付

金

富ノ沢浄配水場整備事
業

耐震性能を有する施設へ更新工事を実
施する。

上下水
道課

継続 4 ～ 10
電源立地地域対
策交付金基金

危機管理マニュアル作成
事業

地域防災計画や下水道BCPなどと整合
を図りながら、危機管理マニュアルを作
成するとともに災害時の応急給水訓練
を実施する。

上下水
道課

継続 7 ～ 9 -

3）
快適な暮らしを実現する
下水道

社会資本整備総合計画
事業

北部浄化センター及び中部浄化セン
ターにおいて、下水道ストックマネジメン
ト計画に基づき、高リスク、低健全度の
設備を重点的に改修する。更新に際し、
高効率の機器導入に努め、省エネ・省
電力を図る。

上下水
道課

継続 3 ～ 8
防災・安全交付

金(国交省）

水洗便所加入促進助成
金事業

新築住宅や会社を除く、下水道(農業集落排
水)への接続工事を行う住宅に対し、助成金
を交付する。助成金額は、供用開始からの
年数で異なるが、供用開始から3年以内に接
続するものに対し水洗化工事で20万円、浄
化槽からの切替工事で10万円、その他に配
管助成として1ｍあたり3千円を助成するも
の。

上下水
道課

継続 7 ～ 9 一般財源

公共下水道及び農業集
落排水施設の統廃合事
業

新城平地区と出戸地区の農業集落排水処
理施設を廃止し、隣接公共下水道施設へ統
合するもの。新城平地区は南部浄化セン
ターへ接続をおこなう為、接続管渠1132ｍの
工事を行う。出戸地区は中部浄化センター
へ接続をおこなう為、接続管渠2935ｍ及び
マンホールポンプ3基の工事を行う。

上下水
道課

継続 4 ～ 7
青森県核燃料物
質等取扱税交付

金

公共浄化槽整備事業
浄化槽区域における公共浄化槽の設置
整備をし、合わせて適切な維持管理を
行う。

上下水
道課

継続 3 ～ 12 一般財源

4）
環境の保全に貢献する下
水道

下水道施設維持管理委
託事業

下水道施設の維持管理を委託する。
委託業者を指導監督し、より効率的で
適正な運転管理を図る。

上下水
道課

継続 7 ～ 9 一般財源

水質検査業務委託事業
下水道放流水の水質検査業務を委託
する。

上下水
道課

継続 7 ～ 9 一般財源

下水道BCP策定事業
非常時におけるBCP(事業継続計画）の
内容の見直し、及び新規災害への対応
の策定をする。

上下水
道課

継続 7 ～ 9 -

下水道広報事業
村の広報誌、ホームページ及び下水道
パンフレット等を利活用し、各家庭への
下水道の適正な利用の周知を図る。

上下水
道課

継続 7 ～ 9 一般財源

5）
健全経営の持続と利用者
ニーズへの対応の両立を
図る上下水道

上下水道料金改定検討
業務

施設の老朽化や適切な維持管理に基
づく経営計画を検討し、適切な上下水道
料金を検討する。

上下水
道課

継続 7 ～ 9 -

4.地域情報
基盤設備の
維持運営

1）
地域情報基盤設備の維
持運営

地域情報基盤設備の維
持運営

情報基盤設備の保守点検等を実施し、
設備の安定的な運用を行う。故障受付・
各種問い合わせ専用の受付ダイヤルを
開設し、設備故障等に係る問い合わせ
についてワンストップで対応出来る環境
を構築する。

総務課 継続 7 ～ 9 三法交付金

3.生活環境
（上水道、下
水道等）の
整備
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

6 3 1）
居住地としての快適性向
上・交流促進

国際教育研修センター運
営事業

国際交流員を配置し、外国人への日本
語教室や外国語教室、日本文化の紹
介・体験、公共施設等における英語標
記、公文書の翻訳、職員の英語研修、
異文化交流のためのイベント開催等を
行う。

国際教
育研修
センター

継続 7 ～ 9 一般財源

2）
居住地としての暮らしや
すさの向上

外国人材活躍推進事業

企業や各種研究機関等のヒアリングに
より外国人材の受入ニーズを把握する
とともに、就労・居住環境など安心して
暮らせる環境を整備する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 ―

章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

7 1
1.効率的な
行政運営と
人材育成

1） 効率的な行政運営の推進
第７次六ヶ所村行政改革
大綱の取組・推進

事務の適正な執行及び事務の効率化
の観点から、組織機構の見直しや取り
組みの重点化、課の統廃合、民間委託
の推進等の検討を行う。

総務課 継続 7 ～ 9 ―

2） 人材育成の推進
六ヶ所村人材育成基本
方針の策定

行政改革推進本部において人材育成基
本方針に盛り込むべき内容の方針等の
検討・決定を行い、総務課において人材
育成基本方針を策定・施行する。

総務課 継続 7 ～ 9 ―

情報セキュリティ研修
　職員を対象に物理的・技術的、人的セ
キュリティ対策についての研修を行う。

総務課 継続 7 ～ 9 ―

1） 行政システムの運用保守
行政システムの運用保
守

各種行政システムのシステム及び機器
の保守管理、セキュリティ対策を行い、
安全且つ安定したサービス提供に努め
る。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

2）
効率化のためのシステム
共同利用促進

システムの共同利用促
進

国の推進する自治体DXにより自治体情
報システムの標準化・共通化が進めら
れていることからシステムの標準化・共
通化の導入を目的として、円滑なサービ
ス移行方法を検討する。

総務課 継続 7 ～ 8 一般財源

3） 新庁舎の整備 新庁舎整備事業

六ヶ所村新庁舎建設検討委員会、六ヶ
所村新庁舎建設庁内検討委員会等の
運営等により、基本構想・基本計画をま
とめ、新庁舎を整備する。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

2.業務の効
率化と行政
サービスの
充実

1.村民と外
国人が共に
暮らせるま
ちづくり

第４次六ヶ所村総合振興計画

第７章　官民協働で持続可能な経営を支える

第１節　行政改革

第４次六ヶ所村総合振興計画

第６章　便利で快適な暮らしの場を創る

第３節　多文化共生の強化

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

7 2 1.健全な財
政運営

1） 自主財源の安定確保 自主財源の安定確保

地域の活性化、産業の振興及び住みやすい
環境づくりを推進することで定住の促進を図
るとともに、企業誘致促進、税・料の収納率
の向上、資産の利活用、受益者負担の見直
し等により、将来にわたり安定した自主財源
を確保する。

財政課 継続 7 ～ 9 -

財政運営計画の策定・更
新

計画的な財政運営を推進するための指針と
して5ヶ年計画で策定しており、総合振興計
画との整合性及び長期事業整備計画との調
整を図りながら、計画の実効性を高めるた
め、社会経済情勢や原子燃料サイクル施設
等の動向を見据えながら随時見直しを行う。

財政
課、関
係課

継続 7 ～ 9 -

村税等徴収対策事業

徴収体制の強化、納付の利便性向上に
向けた口座振替、夜間合同納税相談、
夜間徴収等を実施するとともに、滞納者
の実態把握や財産調査等による滞納処
分の適正化を図る。

税務
課、関
係課

継続 7 ～ 9 -

弾力性のある財政構造
の維持

財政運営の健全性を確保するため、地
方債の繰上げ償還により公債費を圧縮
するとともに、各種基金の積み増しを図
る。

財政
課、関
係課

継続 7 ～ 9 -

国・県補助金、交付金の
有効活用

国・県補助金、交付金等の新たな財源
の確保に努め、有効的な活用を図るこ
とにより、住民に対し、より充実した行政
サービスの提供を行う。

財政
課、関
係課

継続 7 ～ 9 -

3） 地方公会計の整備
統一的な基準に基づく財
務書類の作成及び固定
資産台帳整備・公表

現行の現金主義会計に加えて発生主義
会計に基づく財務書類を作成する。
村が所有する全ての固定資産に係る台
帳を整備し、個々の資産の現在価格を
決定し村所有の固定資産額を把握す
る。

財政課 継続 7 ～ 9 一般財源

4） 経費の節減合理化 経費の節減と合理化

事務・事業の見直し、定員管理の適正
化、物件費の削減（マイナスシーリング）
などにより、積極的に経費の節減と合理
化を図る。

財政課 継続 7 ～ 9 -

2.中長期的
視点からの
資産管理

1）
公共施設等総合管理計
画の策定・更新

公共施設等総合管理計
画(個別施設計画）

公共施設等総合管理計画及び個別施設計
画に基づき、全ての公共施設を対象に老朽
化や利用状況等の現状、課題を客観的に把
握・分析するとともに維持管理、更新等に係
る中長期的な経費を算出し、各施設を適切
に管理する。また、必要に応じて計画の見直
しを行う。

財政課 継続 7 ～ 7 -

第４次六ヶ所村総合振興計画

第７章　官民協働で持続可能な経営を支える

第２節　持続可能な財政運営

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

7 3
1.広報・広
聴、情報公
開の充実

1）
オンラインでの情報公開・
情報共有

村ホームページ掲載情
報の更新、公式ＳＮＳ運
用

村ホームページ掲載内容の迅速かつ的
確な更新を行うほか、公式SNSを運用
する。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

2） 広報の充実 広報紙発行

村のイベントや各課からのお知らせ、情
報や行事、トピックスなどを広く村民に
周知するため、広報紙を毎月発行、住
民や関係機関へ配布する。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

3） 自主放送の充実 自主放送の外部委託
自主放送業務を外部委託することで専
従の撮影・編集スタッフを確保すること
で放送番組の充実を図る。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

2.住民との
意見交換体
制の充実

1）
行政連絡員協議会の活
動の充実

六ヶ所村自治会等運営
補助金の交付

村内の各町内会・自治会に対し、自治
会活動運営のための補助金を交付す
る。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

第４次六ヶ所村総合振興計画

第７章　官民協働で持続可能な経営を支える

第３節　情報共有・住民参画の推進

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

7 4
1.公共私連
携体制の構
築

1） ひとの流れの強化と協働 移住支援金交付事業
東京圏から村に移住し、中小企業に就
職又は起業した方等に対し、最大100万
円の移住支援金を交付する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9
青森県移住支援
事業費補助金

お試し移住体験「ちょこっ
とClass」

移住検討者に対し、六ヶ所村における
生活を体験する機会を提供する.

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

地域おこし協力隊

地域の活性化に深い知識と熱意を有す
る者に対し、地域おこし協力隊を委嘱
し、農業・観光分野の活動に従事させ
る。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

ろっかしょ暮らし発信事
業

村の概要や魅力、村が実施する施策、
移住者インタビュー等を掲載した移住ガ
イドブックや動画を制作し、発信する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 ―

地方創生広報企画事業
SNS等を活用し、村に関する村民発の
情報等を集約するプラットフォームを構
築し、運営する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

医療・福祉職子育て世帯
移住支援事業

県外から村へ移住し、医療・福祉分野に
従事する者、または、医療・福祉分野に
従事するための資格取得のため県内の
養成機関に就学した者に対して、移住
支援金を交付するもの。

政策推
進課

新規 7 ～ 9

青森県医療・福
祉職子育て世帯
移住支援事業費

補助金

2）
資金の流れの強化と地域
経営

まち・ひと・しごと創生推
進事業（企業版ふるさと
納税）

企業版ふるさと納税制度を活用し、ま
ち・ひと・しごと創生推進事業を実施す
る。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 ―

村勢要覧等作成業務
村の歴史、発展の経緯等についてとり
まとめ後世に伝えるとともに、、視察対
応等含めて正確な情報を発信する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

まち・ひと・しごと創生総
合戦略

基本目標及び数値目標の達成度により
毎年度効果検証を行い、進捗状況や社
会情勢の変化などを踏まえ、必要に応
じて総合戦略の見直しを行うとともにア
クションプランを策定し、実行する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

4） 新たな産業の創出
（再掲）サテライトオフィス
誘致事業

サテライトオフィス誘致戦略等を策定し、
受入体制の構築及び誘致活動を実施
する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

2.コミュニ
ティ活動、住
民自治の推
進

1） コミュニティ活動の支援
コミュニティ活動補助事
業

地域コミュニティ活性化のための事業に
対し支援する。

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

まちづくり事業助成事業
まちづくり協議会が実施する産業振興
助成事業に対し、助成金を交付する。

政策推
進課

継続 6 ～ 8

むつ小川原地域
産業振興プロ

ジェクト支援事業
助成金

泊イベント広場管理事業

指定管理者である六ヶ所村商工会によ
り、管理の管理を行うとともに、商工業
者の研修、村民の交流事業等を実施す
る。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

3.共同参画
社会の推進

1）
男女共同参画社会に繋が
る学習機会等の提供

男女共同参画社会意識
啓発講座

男女共同参画に関する学習機会を提供
する。

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

3） 団体の活動支援
六ヶ所村生涯学習支援
事業補助金

生涯学習活動を行う団体に対し補助金
を交付し、活動の支援を行う。

社会教
育課

継続 7 ～ 9 一般財源

4） 人権侵害の防止 人権啓発活動
人権相談所の開設のほか、各種イベン
ト（泊みなとまつり、村民文化祭等）での
啓発物品の配布等を実施する。

総務課 継続 7 ～ 9 一般財源

第４次六ヶ所村総合振興計画

第７章　官民協働で持続可能な経営を支える

第４節　公共私連携で推進する誰もが輝ける地域づくり

※3　上段には各年の取り組み内容、下段には想定される各年の事業費を記入

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度
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章 節 主な事業内容 担当課
　新規・
　継続

財源区分

後期基本計画

主な取組（細分類） 実施年度

7 4
4.市町村間
の連携

1）
上十三・十和田湖広域定
住自立圏形成の推進

定住自立圏移住ＷＧ
移住イベントへの参加、移住情報発信
媒体での広報を実施する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

定住自立圏婚活支援Ｗ
Ｇ

圏域での合同婚活イベントを開催する。
政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

定住自立圏観光推進協
議会

WEBサイト「上十三・十和田湖広域定住
自立圏観光ガイド」や周遊ガイドマップ
により、圏域内のイベントや観光情報に
ついて情報発信する。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源

公共交通ネットワーク会
議

公共交通ネットワーク会議における情報
共有及び今後の二次交通についての検
討を行う。

政策推
進課

継続 7 ～ 9 一般財源
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